
1 

 

 

第１編 都市の本質 
 

 

 
従来の都市政策では、人口増加社会におけるインフラ整備や住環境の保全

等を計画的に実施してきました。しかし、人口減少や少子高齢化をはじめ社会

環境が大きく変化し、新たな政策の立案が求められています。そこで、「第１編 

都市の本質」では、「第１章 人口」と「第２章 都市基盤」を取り上げます。 

「第１章 人口」では、「国勢調査結果」（2020）のデータを使用します。本市の

人口は約74万人（男性約35万人、女性約 39万人）ですが、他にも年齢別、世

帯別、人口動態（自然増減・社会増減）、移動人口（転入・転出）、合計特殊出生

率等、様々な観点から本市の特徴を考えます。なお、国勢調査は 5年に 1回で

あるため、人口推移等では、毎年公開される「大都市比較統計年表」のデータも

使用します。 

「第2章 都市基盤」では、「土地利用」、「都市交通特性」、「建物（住宅）」、「上

下水道」、「地域防災」に関するデータを取り上げます。それぞれ、大都市・政令

指定都市の比較や本市における経年推移等から、本市の特徴を探ります。 
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 熊本市の人口は、大都市中18位である。
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第１章 人口
１ 人口の現状

①男女別人口

人口の現状

から考える
熊本市の都市政策

現在、わが国全体で人口が減少している。国勢調査※結果を
見ると、熊本市においても2020年度から人口減少に転じたことが
分かる。そこで、2020年度の国勢調査結果等を元に、熊本市の
人口について、政令指定都市等と比較するなど、熊本市の特徴
について考える。

①男女別人口
②市町村合併支援プラン等※に基づく政令指定都市の人口比較
③年齢3区分※ 別人口
④世帯状況

大都市

 熊本市は男性より女性が多く、女性人口比
では大都市中5位である。

 熊本市では経常的に男性より女性が多い。
 男女数の差は広がる傾向にあるが、2020年

では女性が減少に転じ、傾向に変化がみえる。

(千人)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市

 第2次ベビーブーム世代の推移をみると、20
代前半までは男性が多いが、20代後半に男
性が約3千人減少したことで、それ以降は女
性の多い年代が継続する。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020) （出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)
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第１章 人口
１ 人口の現状
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(1990)

 1965年から2020年にかけて、ピラミッド下部が広い三角形の形状からピラミッド上部が広い形状へ
変化しており、人口構造に偏りがみられる。

 2015年の20～24歳人口と2020年の25～29歳人口を比較すると、約3,800人減少している。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(1965)
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第１章 人口
１ 人口の現状

②市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の人口比較

政令指定都市

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2023年度時点の視点による。

 静岡市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2005年度）と比較して減少している。

 全3区で人口減少傾向にある。特に清水区
は最大時から約2万5千人減少している。

 区毎の最大人口差は約3万4千人である。

 堺市全体の人口は、政令指定都市指定年度
（2006年度）と比較して減少している。

 全7区の中で堺区のみが人口増加傾向であ
るが、その他の区は減少傾向であり、特に南
区は最大時から約2万5千人減少している。

 区毎の最大人口差は約12万1千人である。

 新潟市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2007年度）と比較して減少している。

 全8区で人口減少傾向にあるが、いずれも最
大時から1万人以上の減少はない。

 区毎の最大人口差は約13万6千人である。

 浜松市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2007年度）と比較して減少している。

 全7区で横ばい又は人口減少傾向にあり、特
に中区は最大時から約1万3千人減少してい
る。

 区毎の最大人口差は約20万8千人である。

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」 （出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」 （出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2023年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2023年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2023年度時点の視点による。
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第１章 人口
１ 人口の現状

 岡山市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2010年度）と比較して増加している。

 全4区の中で東区及び南区が人口減少傾向
であり、他2区は増加傾向にあり、特に北区
は指定年度から約1万人増加している。

 区毎の最大人口差は約22万2千人である。

 熊本市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2012年度）と比較して増加している。

 平成28年熊本地震後は減少傾向であったが
増加に転じた。

 全5区の中で東区及び南区は人口増加傾向
であり、他3区は減少傾向である。いずれも1
万人以上の増減はない。

 区毎の最大人口差は約9万9千人である。

 相模原市全体の人口は、政令指定都市指定
年度（2010年度）と比較して増加している。

 全3区の中で緑区のみ人口減少傾向であり、
他2区は増加傾向にある。いずれも1万人以
上の増減はない。

 区毎の最大人口差は約11万5千人である。

 政令指定都市指定年度と比較して市全体人
口が増加した都市のうち、区毎の最大人口差
が10万人以上あるのは相模原市と岡山市で、
10万人未満なのは熊本市のみである。

 市全体人口が減少した都市のうち、区毎の最
大人口差が10万人以上あるのは堺市、新潟
市、浜松市で、10万人未満なのは静岡市の
みである。

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」 （出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」

市町村合併支援プラン等に基づく
政令指定都市の人口比較まとめ

区毎の最大人口差 (2023年度時点)

10万人以上10万人未満

相模原市 (2010,3区)
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熊本市 (2012,5区)
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定
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2
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2
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堺市 (2006,7区)
新潟市 (2007,8区)
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静岡市 (2005,3区)
減
少

（注）市名の括弧内は指定都市指定年度と区数

政令指定都市

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2023年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2023年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2023年度時点の視点による。
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第１章 人口
１ 人口の現状

③年齢3区分別人口

 男女別の年少人口比では、熊本市は大都市中男性で1位、女性で2位である。

 年少人口比では、熊本市は大都市中1位である。

（注）不詳補完結果による。
（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)より作成

大都市

（注）不詳補完結果による。
（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)より作成
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（注）不詳補完結果による。
（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)より作成
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（万人）

生産年齢人口（15～64歳）

年少人口（0～14歳）

老年人口（65歳以上）

第１章 人口
１ 人口の現状

 本市の総人口に占める老年人口（65歳以上）割合は増加し続けており、2020年には25％を超えた。

 生産年齢人口（15～64歳）は2000年頃をピークに減少傾向である。
 老年人口（65歳以上）は増加し続け、年少人口（0～14歳）は減少傾向である。

熊本市

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成
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熊本市の年齢3区分別人口の割合（合併組替人口）

生産年齢人口（15～64歳）

年少人口（0～14歳）

老年人口（65歳以上）

（%）

（注）年齢不詳補完値を用いており、1970年～2010年については、各年の国勢調査結果の年齢不詳分を構成比により按分
した値を、2015年・2020年については、総務省統計局が公表した不詳を補完した統計表（参考表）の値を用いている。

（注）年齢不詳補完値を用いており、1970年～2010年については、各年の国勢調査結果の年齢不詳分を構成比により按分
した値を、2015年・2020年については、総務省統計局が公表した不詳を補完した統計表（参考表）の値を用いている。
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第１章 人口
１ 人口の現状

④世帯状況
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 本市の世帯毎人員数は、大都市中5位である。

世帯毎人員数

 本市の母子世帯割合は、大都市中１位である。

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」 (2020)より作成

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)より作成

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)より作成

大都市

(人)

 本市の母子世帯のうち、子供が3人以上の世帯の割合は、大都市中2位である。
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第１章 人口
１ 人口の現状

熊本市

• 本市は、大都市の中で女性人口の割合が高く、20代後半以降で男性よりも女性が
多いことが特徴である。ただし、2020年では20代後半で女性にも減少がみられる。

• 市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の中では、人口推移や区毎の人口
差について、バランスが取れている方だといえる。

• 本市は、大都市の中で年少人口（0～14歳）割合が最も高い。ただし、本市の年齢別
構成の推移を見ると、年少人口（0～14歳）割合は減少し続けている。

• 母子世帯割合が大都市の中で最も高く、そのうち母多子世帯割合も高い。さらに、
ひとり親と子から成る世帯の割合は増加傾向にある。ひとり親世帯の支援が重要で
ある。
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世帯における家族類型別割合の推移
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夫婦と子から成る世帯割合

ひとり親と子から成る世帯割合

その他の一般世帯割合

（％）

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

 単独世帯割合が増加する一方、夫婦と子から成る世帯割合が低下している。
 夫婦のみ世帯とひとり親と子から成る世帯の割合は増加傾向である。

データ
からみえる

熊本市
の特徴
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人口変遷と転入・転出数、出生・死亡数の推移

人口 転入者 転出者 出生数 死亡数

飽託4町(北部,河内,飽田,天明町)合併(1991)

（
総人口
（万人）

出生・死亡数/転入・転出数
（万人）

城南･植木町合併(2010)

リーマンショック、

富合町合併(2008)

アメリカ同時多発

テロ事件(2001)

中核市

移行

(1996)

阪神･淡路大震災(1995)

バブル崩壊

(1991～1993)

プラザ合意(1985)

第2次オイルショック(1979)

第1次オイルショック(1973)

九州縦貫自動車道

(熊本～植木)開通(1971)

大阪万博、

託麻村合併(1970)

東京オリンピック(1964)

熊本空港開港

(1960)

昭和の大合併

(田迎,御幸,高橋,池上,城山,秋津,

松尾,中島村,小島町,託麻村(一部))

(1953～1958)

熊本大水害(1953)

サンフランシスコ講和条約(1951)

熊本大空襲、

太平洋戦争終結(1945)

昭和(戦前期)の合併

(白坪,画図,健軍,清水,

日吉,力合村,川尻町)

(1931～1940)

出水村合併

(1925)

熊本市電開通

熊本市上水道通水

(1924)

11町村(春日町,黒髪,池田,花園,島崎,横手,古町,本荘,春竹,大江,本山村)と合併(1921)

熊本交通センター開所(1969)
転入者数・転出者

数の推移

出生数・死亡数
の推移

平成28年熊本地震

(2016)

政令市移行、

九州北部豪雨(2012)

東日本大震災、

九州新幹線全線開業(2011)

新型コロナウィルス

感染症の流行拡大(2019～)

第１章 人口
２ 人口動態

①自然増減と社会増減

人口動態

から考える
熊本市の都市政策

人口の変化を分析するには、自然増減※と社会増減※の両方の
影響を分析する必要がある。そこで、自然増減と社会増減の推
移を整理した上でその影響を分析する。

①自然増減と社会増減

 人口の推移は、最後に合併した2010年以降横ばいだったが、2020年は減少している。
 転入者数・転出者数は、いずれも1990年代後半以降減少傾向にある。
 出生数・死亡数は、2016年に死亡数の超過となって以降、自然減が進んでいる。

（出典）熊本市「熊本市統計書」、「熊本市の保健福祉統計年報」より作成

熊本市
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人口減少傾向

第１章 人口
２ 人口動態

熊本市

 自然増減については、2016年以降継続して自然減となっている。
 社会増減については、2019年以降6年連続で社会増となっている。

（出典）熊本市「熊本市統計書」「熊本市の保健福祉統計年報」より作成

データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 本市では、過去の複数回の合併を経て、2015年頃までは自然増と社会増が続き人
口は増加傾向にあった。

• その後は自然減が顕在化する一方、社会増も鈍化し、総人口は横ばいから微減へ
移行した。2019年には自然減が社会増を上回る状態が定着し、人口は減少局面に
入った。

• 近年は社会増が増加傾向であるが、それを上回るペースで自然減が増加しており
人口減少の進行には自然減が要因となっていることがわかる。
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第１章 人口
３ 出生率

①こどもの出生状況

出生率

から考える
熊本市の都市政策

人口の自然増減を考えるためには、出生数の把握が重要であ
る。そこで、出生数が変化する要因であるこどもの出生状況と女
性の結婚年齢を分析する。

①こどもの出生状況
②女性の結婚年齢と出産

 近年、本市の出生数は減少傾向で、合計特殊出生率も低下傾向である。

 本市の2018年～2022年の合計特殊出生率は、大都市中1位である。

（出典）厚生労働省「平成 30 年～令和４年 人口動態保健所・市区町村別統計の概況 （人口動態統計特殊報告）」

（出典）熊本市「熊本市の保健福祉統計年報」より作成

大都市

熊本市

（注）熊本市、熊本県の実線は１年毎、点線は5年毎のデータを示したものである。
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第１章 人口
３ 出生率

②女性の結婚年齢と出産

 近年の本市における女性の平均初婚年齢は、約29歳で横ばいである。

 女性の有配偶率は若いほど低く、いずれの
年代も低下傾向にあり、特に20代後半が大
きく低下している。ただし、近年はいずれも横
ばいの傾向にある。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」
熊本市「熊本市の保健福祉統計年報」より作成

 女性の有配偶出生率は若いほど高く、いず
れの年代も上昇傾向である。ただし、2020年
の調査では特に20代前半で大きく低下した。

熊本市

データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 全国、特に大都市の中では本市の合計特殊出生率は高い。ただし、近年の本市
の出生数は減少傾向にあり、この状況が継続すると更なる人口減少につながる恐
れがある。

• 本市では、近年の女性の平均初婚年齢と有配偶率は横ばいの傾向にあり、初婚
年齢は高止まりし、若い女性の婚姻率は低い状態で推移しているといえる。また、
女性の有配偶出生率が若いほど高いことから、若い時期に結婚しているほど出産
しているといえる。ただし、2020年の有配偶出生率については20代前半で特に大き
く低下しており、出産の高齢化の傾向が伺える。
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第１章 人口
４ 移動人口

①常住地別人口移動

移動人口

から考える
熊本市の都市政策

人口の自然増減を変えることは難しいが、社会増減については
対策が可能である。そこで、2020年度の国勢調査の結果をもとに、
熊本市の人口移動の特徴について考える。

①常住地※別人口割合
②男女別人口移動
③年齢別人口移動
④移動先別転入・転出者

 本市では、自市町村内での移動割合が全国よりも約7ポイント多い。

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

熊本市

 本市の常住者※の約3割が5年間で住所を移動している。

現住所（移動なし）
熊本市内から

県内他市町村から

他県から

国外から

（注） 不詳補完値による。

現住所（移動なし）
自市町村から

県内他市町村から

他県から

（注） 不詳補完値による。

国外から
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第１章 人口
４ 移動人口

②男女別人口移動

 男女を合わせた総数の人口移動をみると、2015年時点では1,959人転入超過となっているが、
2020年時点では508人の転出超過に転じている。

 県内他市町村との転入・転出超過数は、2015年時点で5,859人転入超過となっていたものが、
2020年時点では7,069人転入超過となっており、県内他市町村からの転入超過がより増加してい
る。

 他県との転入・転出超過数は、2015年時点で3,900人転出超過していたものが、2020年時点では
7,577人転出超過となっており、他県への転出超過が、県内他市町村からの転入超過以上に増加
している。

 男性については、2015年時点で303人転出超過となっていたものが、2020年時点では303人転入
超過となっている。そのため男女の総数とは違って、この5年間での熊本市における男性の社会
増減は社会増に転じている。その内訳をみると、他県との転入転出状況に変わりはないが、県内
他市町村からの転入超過が増加しているため、社会動態として男性の人口が増加しているといえ
る。

 女性については、2015年時点で2,262人転入超過となっていたものが、2020年時点では811人転
出超過となっている。そのため男女の総数と同様に、この5年間での熊本市における女性の社会
増減は社会減に転じている。その内訳をみると、県内他市町村から転入する以上に他県への転
出が増加しているため、社会動態として女性の人口が減少しているといえる。

33,093 32,344

15,569
15,323

17,524 17,021

△ 27,234
△ 25,275

△ 13,361 △ 12,451 △ 13,873 △ 12,824

52,196 50,939

29,525 30,141 22,671 20,798

△ 56,096 △ 58,516

△ 32,036 △ 32,710 △ 24,060 △ 25,806

増減：1,959 

増減：△506

増減：△303

増減：303 

増減：2,262 

増減：△811

△ 2,500

△ 2,000

△ 1,500

△ 1,000

△ 500

0
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1,000
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2,000
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△ 100,000

△ 80,000

△ 60,000

△ 40,000

△ 20,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

2010⇒2015 2015⇒2020 2010⇒2015 2015⇒2020 2010⇒2015 2015⇒2020

総数 男 女

5年毎の市外移動実態

県内他市町村から 県内他市町村へ 他県から 他県へ 増減

(移動数，人) (増減数，人)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

熊本市
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第１章 人口
４ 移動人口

③年齢別人口移動

 2015年から2020年における市外移動実態を、年齢5歳階級別に男女の総計について見ると、転入
超過は15～19歳で2,172人と最も多く、転出超過は25～29歳で3,143人と最も多い。

 15～19歳の転入超過は、県内他市町村からの転入が転出を大きく上回っていることが要因である。
 25～29歳の転出超過は、他県への転出超過が4,062人となっていることが大きな要因である。
 転入者と転出者を合計した移動者数が最も多いのは20～24歳であり、次いで多いのは25～29歳

である。
 20～24歳の移動者数は、他県との転入転出者数が22,061人となっていることが大きな要因である。
 25～29歳の移動者数も、他県との転入転出者数が17,696人となっていることが大きな要因である。
 20代の他県との転入転出者数をさらにみると、他県からの転入者数が16,697人であるのに対し、2

転出者数は23,060人であり、その差は6,363人の転出超過である。
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0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳20～24歳 25～29歳30～34歳35～39歳40～44歳 45～49歳50～54歳55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上

総数

市外移動実態（男女，年齢別）

県内他市町村から転入 県内他市町村へ転出 他県から転入 他県へ転出 増減

(移動数，人) (増減数，人)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

熊本市

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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第１章 人口
４ 移動人口

 男女の総計と年齢別人口移動の傾向に大きな違いはない。
 転入・転出超過数において明らかな違いが見られるのは、30～34歳で男性は86人の転入超過で

あるのに対し、女性は688人の転出超過であるところである。それ以降の年代では大きな差はな
いものの、60代までは男性が転入超過であることが多いのに対し、女性は転出超過であることが
多い。
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男

市外移動実態（男，年齢別）

県内他市町村から転入 県内他市町村へ転出 他県から転入 他県へ転出 増減

(移動数，人) (増減数，人)
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女

市外移動実態（女，年齢別）

県内他市町村から転入 県内他市町村へ転出 他県から転入 他県へ転出 増減

(移動数，人) (増減数，人)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

熊本市

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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第１章 人口
４ 移動人口

④移動先別転入・転出者
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本市と九州各県との移動（男女）

転入 転出 増減

(移動数，人) (増減数，人)

 本市と政令指定都市との人口移動で転入超過となっているのは4市のみで、残り15市は全て転出
超過となっている。東京都区部においても2,728人の転出超過となっている。

 本市と九州各県との人口移動で転出超過となっているのは2県のみで、残り5県は全て転入超過
となっている。
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本市と大都市間の移動（男女）

転入 転出 増減

(移動数，人) (増減数，人)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

大都市

九州

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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本市と県内市町村との移動（移動総数1,000人以上）（男女）

転入 転出 増減

(移動数，人) (増減数，人)

第１章 人口
４ 移動人口

 県内市町村数は多いため、小規模な人口移動（移動総数1,000人未満）を除いてグラフにしている。
そのうち、本市から県内市町村への転出超過となっているのは4市町のみである。残り13市町は全
て転入超過となっている。

県内市町村

熊本市

 市内の他区との移動総数が最も多いのは中央区で、最も少ないのは西区である。
 市内の他区との移動で、最も転入超過になっているのは南区で、最も転出超過になっているのは

東区である。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 本市の常住者の約3割が2015年から2020年の5年間で住所を移動しており、市内間
での移動が多くを占めている。

• 2015年と平成28年熊本地震後の2020年を比べると、人口動態で社会減になってい
る。それは男性の他県との転入・転出超過数に変わりがない一方、女性の他県へ
の転出超過数が5年前の3.6倍に増加したことが要因の一つである。

• 5年前からの市外移動実態を見ると、20代後半の転出超過が最も多いことが分かる。

• 福岡市への流出が多く、県内市町村からは流入が多い。市内間移動では、南区の
転入超過が特に多いことが分かる。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成
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